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1 信用金庫と信金中央金庫の概要



信用金庫と信金中央金庫

全国の信用金庫を会員とする

信用金庫のセントラルバンク

信用金庫 とは 信金中央金庫 とは

相互扶助を目的とした

協同組織の地域金融機関
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信用金庫は、相互扶助を目的とした協同組織の金融機関であり、会員をはじめとする利用者の
皆様や地域のニーズに応えることを経営の基本理念とし、「中小企業の健全な発展」、「豊かな
国民生活の実現」、「地域社会繁栄への奉仕」の３つのビジョンを掲げている。

信金中央金庫は、全国の信用金庫を会員とする信用金庫の中央金融機関であり、信用金庫や事業
会社等に対し様々な金融商品・サービスを提供しているほか、全国の信用金庫から預け入れられ
た豊富な資金を国内外の金融市場における投融資により運用している。
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店舗数

7,106店舗

貸出金

79兆円

会員数

888万人

金庫数

254金庫

北海道
20金庫

東海
34金庫

北陸
15金庫

東京
23金庫

関東
49金庫

東北
27金庫

九州
26金庫

中国
20金庫

四国
10金庫

近畿
29金庫

沖縄
1金庫

（2023年3月末現在）

役職員数

9.9万人
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預金量

160兆円

全国の信用金庫は、２０２３年３月末時点で４７都道府県に２５４金庫あり、預金量合計は
約１６０兆円、貸出金は７９兆円、店舗数は７,１０６店舗、役職員数は約９.９万人に上る。

全国に拡がる信用金庫は、信金中央金庫をハブとして強固なネットワークを形成しており、
有機的に連携しながら、個々の地域において、個人や中小企業そして地域経済社会の発展のため
活動している。

信用金庫のデータ01
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（2023年3月末現在）

役職員数 1,258名

創立 1950年6月1日

拠点数 国内14拠点 海外6拠点

総資産 45兆9,247億円

＜信金中央金庫グループの海外拠点と業務提携銀行のネットワーク＞

信金中央金庫の総資産は１９５０年の創立以来、順調に増加し、２０２３年３月末には４５兆円
を超える国内有数の金融機関となった。

国内に１４、海外に６つの拠点を有し、その他、アジアを中心に地場大手行と業務提携を行い、
一部先には職員を派遣している。

特に海外拠点は、信用金庫の取引先中小企業が海外への販路拡大や進出を検討するにあたり、
情報収集や具体的な支援を行う重要な役割を果たしている。

信金中央金庫のデータ01
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2 中小企業の現状および
信用金庫のSDGsにかかる取組み



＜中小企業におけるSDGsの認知度＞

19.0

60.1

17.4

3.4

内容までよく知っている 意味はある程度わかる

名前しか知らない 聞いたことがない
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0 20 40 60

上記の取組みはしていない

フェアトレード、途上国支援

グリーン調達、カーボンオフセット、有害物質の削減

水使用量削減、排水管理

研修の充実、働き方改革の実施

防犯、防災、寄附、まちづくり

ペーパレス化、緑化・植林

女性や高齢者・障がい者・外国人等の多様な人材の雇用

再生資源や未利用資源の利用、廃棄物削減、製品の長寿化や修理

省エネ、節電、再生可能エネルギーの使用

＜SDGsの理念と一致する取組みの実行状況＞

（％）（％）13,575先 13,575先

信金中央金庫 地域・中小企業研究所が行った調査の結果を見ると、中小企業にSDGsに対する
理解は浸透しているといえる。

 SDGsの具体的な取組み方法としては、省エネ等のできるところから取り組む企業が多く見られた
一方で、一歩踏み込んだ施策に取り組めている企業は少ない。

中小企業におけるSDGsの取組状況02
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（出所）信金中央金庫「第189回全国中小企業景気動向調査（2022年7－9月期）」
・調査時点：2022年9月1日～7日
・調査方法：原則として、全国各地の信用金庫営業店の調査員による、共通の調査表に基づく「聴取り」調査
・標本数：15,236企業（有効回答数 13,575企業・回答率 89.1％）
※有効回答数のうち従業員数20人未満の企業が占める割合は 72.1％



0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

取り組んでいない

その他

温室効果ガスに関する行動目標の設定

脱炭素に関する研究や勉強会の実施

カーボンニュートラルにつながる商品の開発

電気自動車等、ガソリン車以外の導入

太陽光発電等、再生可能エネルギーの導入

環境負荷の少ない原材料等の利用

ごみの削減やリサイクルの推進

こまめな電源オフなど電気使用量の削減

100人以上 50人以上100人未満 20人以上50人未満

5人以上20人未満 5人未満

・財務基盤が必ずしも盤石でない

・情報、地域、人材面における制約

・初期コストの高い施策を取りにくい

・何の取組みを行うべきか分からない

＜脱炭素化に取り組めない中小企業の理由＞＜従業員規模別の中小企業のカーボンニュートラルへの取組状況＞

13,575先

中小企業におけるカーボンニュートラルへの活動は、省電力やごみの削減に限られている。
特に従業員数が少ない企業においては、あまり進んでいないといえる。

脱炭素化に取り組めていない理由としては、財務基盤が必ずしも盤石でないことや、情報、地域、
人材面における制約があることを挙げる企業があったほか、そもそも何の取組みを行うべきか
分からないという声も挙がった。

中小企業の脱炭素化に向けた取組状況02
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（出所）信金中央金庫「第189回全国中小企業景気動向調査（2022年7－9月期）」
・調査時点：2022年9月1日～7日
・調査方法：原則として、全国各地の信用金庫営業店の調査員による、共通の調査表に基づく「聴取り」調査
・標本数：15,236企業（有効回答数 13,575企業・回答率 89.1％）
※有効回答数のうち従業員数20人未満の企業が占める割合は 72.1％



42.3%

57.7%

13.8%

86.2%

＜DXの取組状況＞

（出所）総務省「デジタル・トランスフォーメーションによる経済へのインパクトに関する調査研究の請負」報告書（2021年3月）

独立行政法人中小企業基盤整備機構「中小企業のDX推進に関する調査」アンケ―ト調査報告書（2022年5月）

実施していない

実施している
・DXに関わる人材が足りない（31.1%）

・具体的な効果や成果が見えない（24.1%）

・予算の確保が難しい（22.9%）

・経営者の意識・理解が足りない（19.0%）

・何から始めてよいかわからない（17.1%）

大企業中小企業

＜中小企業がDXに取り組むにあたっての課題＞

実施している

実施していない

地域のサステナビリティを向上させるには、中小企業においてもDXを促進していくことが必要
であるが、中小企業の実施状況は13.8％となっており、大企業と比較すると進んでいない。

中小企業がDXに取り組むにあたっての課題をみると、多くの場合、自社独力でDXに取り組む
ことは難しいことが要因と考えられる。

中小企業におけるDXの取組状況02
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（出所）金融庁「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」

（抜粋）地域経済の活性化や健全な発展のためには、地域の中小企業等が事業

拡大や経営改善等を通じて経済活動を活性化していくとともに、地域金融機関を

含めた地域の関係者が連携・協力しながら中小企業等の経営努力を積極的に支援

していくことが重要である。なかでも、地域の情報ネットワークの要であり、

人材やノウハウを有する地域金融機関においては、資金供給者としての役割に

とどまらず、地域の中小企業等に対する経営支援や地域経済の活性化に積極的に

貢献していくことが強く期待されている。

金融庁の「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」に記載のとおり、地域金融機関に
ついては、金融・非金融の両面において、中小企業や地域経済の発展に寄与することが求められ
ている。

サステナビリティ・SDGsの領域についても同様に、地域ごとの多様な状況を踏まえながら、
取り組むことが必要と考えられる。

＜「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」＞

地域金融機関に求められる役割02
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SDGsを通じた中小企業支援にかかる特徴的な取組み事例02

のと共栄信用金庫
「環境で地域を元気にする地域循環共生圏づくり

プラットフォーム事業」

 ９つの組織による産官学金民連携「ななおSDGsスイッチ」

を通じ、SDGsの普及啓発と企業の支援を実施

 当金庫は、地域課題解決に資する事業や事業者のSDGs経営

を支援するための経営支援として、SDGs診断ツールによる

取組状況の診断、専門家派遣を通じた手厚い相談支援、資金

が必要な場合には専用の事業性融資商品での支援を実施

出所：尼崎信用金庫（https://www.amashin.co.jp/news/2022/n20220512a.html）、神戸大学（https://www.kobe-u.ac.jp/NEWS/info/2023_05_25_01.html）
のと共栄信用金庫（https://www.shinkin.co.jp/notoshin/)

尼崎信用金庫
「地域企業・地域社会の持続的な成長に向けた
神戸大学 経済経営研究所との共同研究」

 「ＥＳＧ要素を考慮した事業性評価の深化を通じた地域

における事業者支援体制構築の推進」について、神戸

大学経済経営研究所と共同研究を実施

 2023年5月には成果発表にかかるシンポジウムを開催。

本シンポジウムは、中間発表としての性格を持っており、

引き続き共同研究を継続し、最終的な成果をまとめる。
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3 信金中央金庫が信用金庫とともに
取り組むSDGs・脱炭素化施策



信金中央金庫は、地域・人々・環境に関わる活動を通じ、信用金庫とともに、信用金庫業界の
価値向上と社会課題の解決の両立、すなわちサステナブル経営の実現を目指している。

サステナブル経営の実現に向けて03

地球環境の保全

事業活動における環境への負荷の低減と、

環境問題に配慮した投融資の推進により、地球環境の保全に貢献環境

あらゆる人々の幸福

「誰一人取り残さない」多様性と包摂性のある社会の実現に貢献
人々

地域

地域の持続的繁栄

信用金庫と中小企業の持続可能性を高めるとともに、

地域活性化支援への取組みを推進

13



＜主な課題・環境認識＞ ＜取組施策（抜粋）＞

脱炭素社会の実現に向けた取組み

中小企業のDX促進

地域活性化の促進

地域の課題

構造的課題

地域の担い手の減少

・中小企業数の減少（後継者不足）
・地域間格差の拡大
・人口減少・少子高齢化の進展

足許の環境変化

コロナ禍からの経済回復

・取引先支援の必要性の高まり

デジタル技術の飛躍的進歩

・イノベーションの加速

・産業構造の転換

気候変動対策の進展

・企業に対する開示・GHG削減要請の高まり
・政府による地域脱炭素の推進

中期経営計画において、コロナ禍で高まった地域からの期待に応えるべく、地域の課題解決に
対する貢献度の高い取組みに重点を置き、施策の実効性を高めていくことを掲げている。

信用金庫業界独自のグリーン戦略

「しんきんグリーンプロジェクト」

信用金庫業界全体のデータ活用を図る

「しんきんDB」

企業版ふるさと納税を活用した地域創生推進施策
「SCBふるさと応援団」

地域商社・地域コンサルティングを行う

「しんきん地域創生ネットワーク㈱」

03 地域の課題解決に向けて
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信用金庫業界独自のグリーン戦略「しんきんグリーンプロジェクト」を立ち上げた。

「Finance」、「Consulting」、「ecoLocal※」の三本柱で環境問題に取り組み、2030年までに
信用金庫が地域社会におけるカーボンニュートラル実現のキープレーヤーとなることを目指す。

Finance

ecoLocalConsulting

信用金庫業界の資金を
地域のグリーン化にかかる

取組みへ供給

ネットワークを活用し、
自治体や中小企業の脱炭素化
に向けたソリューションを提供

地域における環境負荷低減
にかかる取組みを促進

• ESG投融資の推進（累計3兆円目標）

• グリーンプロジェクトへの投資

• グリーン資金調達（債券・預金等）

など

• GHG排出量削減（実質ゼロ）

• 再生可能エネルギー事業への参画

• グリーン化推進スキームの構築

など
• 脱炭素コンサルティング

• 技術マッチング

• 補助金申請支援

など

※ecoLocal（エコロカル）：「環境に優しい（ecology）」と「地域（local）」を組み合わせた造語

03 しんきんグリーンプロジェクトの概要
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環境省

自治体

信用金庫

全国信用

金庫協会

地域事業者 地域経済
エコシステム再生可能エネルギー

発電事業の創出

地域事業者の省エネを促進
自治体施設へ

グリーン電力を供給

地域事業者へ太陽光パネルを設置

ZEB（ネットゼロ・エネルギー・ビル）化

ZEH(ネットゼロ・エネルギー・ハウス）化

新事業の創出、投融資

※地域において、企業・金融機関・自治体・政府機関等の各主体が、それぞれの役割を果たしつつ、相互補完関係を構築するとともに、
地域外の経済主体等とも密接な関係を持ちながら、多面的に連携・共創する関係

専門機関 事業会社

連携

＜イメージ図＞

エネルギー供給 エネルギー需要

信用金庫業界と環境省は連携協定を締結、緊密な連携のもと「地域経済エコシステム」の形成を
図り、各地域における二酸化炭素排出量の削減等を通じて地域課題の解決や持続可能な社会
づくりを目指す。

連携協定（２０２２年６月１日）

03
信用金庫業界と環境省が連携した地域経済エコシステム※の形成と

脱炭素化推進

16



信用金庫と外部機関との連携によって、中小企業の脱炭素化を支援している。

２０２３年８月からは、外部機関であるe-dashやR&Iと協力のうえ、サステナビリティ・
リンク・ローン（SLL）のフレームワーク組成にかかる信用金庫向けサポートも開始した。

• e-dash

• 省エネルギーセンター

• 持続性推進機構

• 大和ハウスグループなど

• CO2排出量把握

• 社内体制整備

• 省エネ設備の導入

• 再生可能エネルギーの
購入

など

中小企業

脱炭素化による
競争力強化

外部機関

信用金庫

自治体

脱炭素社会
の実現

地域活性化

連携

連
携

利子補給・補助金

融資

情報・ソリューションの提供

CO2排出量把握・
体制整備支援など

• 信用金庫の取組支援
（自治体・外部機関と
の連携支援）

ネットワークの活用

CO2排出量・削減計画等の情報提出

CO2
▲10％

＜イメージ図＞

03
信用金庫業界のネットワークを活用した

「中小企業の脱炭素化支援」態勢
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信用金庫業界全体として、環境問題への取組み
に対する円滑な資金供給を実現

・ESG投融資額（2030年度末までに累計３兆円）

ESG投融資を通じて

社会の持続的発展に貢献

グリーンボンド等の債券のほか、トランジション・
ファイナンス、再生エネ向けプロジェクトファイナンス
など幅広い資産クラスに投融資を実施

 100％北海道産の燃料調達予定の「地産地消型発電事業」

 「地域資源バイオマス発電設備」に認定済であり、電力
需給環境による出力抑制の影響を排除

 地元事業者から燃料を調達することで地域経済の活性化に
貢献

信金中金がアレンジャーとなり、
北海道内５金庫とシンジケートローンを実行

（出所）一般社団法人日本木質バイオマスエネルギー協会
「木質バイオマス発電・熱利用をお考えの方へ 導入ガイド
ブック【2022年改訂版】」より

目標

信金中金のESG投融資額（累計）（2021.4～）

石狩市バイオマス発電事業へのシンジケートローン

信金中央金庫においては、２０２１年度から２０３０年度までのＥＳＧ投融資にかかる目標額を
累計３兆円に設定し、推進している。

直近では信用金庫と連携して地域の再エネ事業への投融資にも取り組んでいる。

＜ＥＳＧ投融資の状況＞ ＜信用金庫との連携事例＞

03 ESG投融資の推進
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信用金庫業界の強みである”Face to Face”の顧客接点にデジタル技術を融合させることで、
新たな顧客体験を創出する。

業務プロセスにデジタル技術を積極的に取り入れ、さらなる業務効率化と生産性向上を実現し、
地域の課題解決に資する業務への経営資源の配分を目指す。

地域の
課題解決への
資源配分

新たな
顧客体験の

創出

業界DX

デジタライゼーション
（個別業務のデジタル化）

デジタイゼーション
（アナログ・物理データのデジタル化）

Face to Face デジタル技術

・顧客接点の増加

・深度ある顧客理解

・顧客本位の提案

リアルとデジタルの融合

業務・組織・
プロセスの変革

RPA

文書電子化 電子契約

テレワークWeb会議

印鑑レス

業務効率化・生産性向上＋

中小企業向けポータル
サービス

データ活用

＜イメージ図＞

03 信用金庫業界のDX推進に向けて
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・顧客ニーズ把握
・営業ノウハウ可視化

信用金庫業界全体のデータを統合することで、ビッグデータとして新たな価値を創造できる。
具体的には、信金中央金庫から信用金庫に対し、データ集約基盤とその活用策を提供している。

信用金庫はデータ活用の高度化を実現するとともに、信金中央金庫は集約データによる新規
ビジネスを展開し、地域・信用金庫の課題解決を目指す。

顧客 信用金庫 信金中金

分析・加工

連携・協力

提案リスト
提供

融資スコア
提供

しんきんDB

顧客情報

応対内容

データ集約

迅速・簡便
な融資

外部機関

企業・大学等

・構造化データ
・非構造化データ

・融資対象拡大
・適時の業況把握

＜イメージ図＞

最適な提案

03 しんきんDB構想（全体像）
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マーケティング
ツール

信用スコアリング
ツール



イベント スコア

定
義

過去の成約者の行動や起きていた事象を分析し、最適な商品・
サービスの提案に繋がりやすいものを抽出して条件を定義し、
その事象が発生した顧客を検知したもの

各商品の成約確度として、顧客一人ひとりと過去の成約者に
おける行動特徴の類似度合いを数値化したもの

用
途

顧客一人ひとりの状況・特徴等の理解 顧客一人ひとりに適した提案商品の理解

分
析
イ
メ
ー
ジ

信用金庫業界全体のデータをもとに、過去の成約者の特徴をAI等でモデル化する。その後、
顧客一人ひとりについて、「顧客の行動・顧客に起きた事象(イベント)」や「各商品の成約確度
を表すスコア」を導出し、信用金庫に提供している。

信用金庫は、顧客にとって最適なタイミングで、最適な商品・サービスの提案に繋げる。

03 しんきんDB構想（分析・活用方法例）

21

商品起点ではなく、顧客起点での提案につなげる「顧客本位の
業務運営」を今まで以上に推進

過去の成約者の
特徴分析

イベントが発生した
顧客を検知し、最適
な提案につなげる

過去の成約者の
モデル作成

顧客一人ひとりへ
モデルを適用し、最適
な提案につなげる

• 過去の成約者の成約前に行っていた行動や生じていた事象
等を分析し、イベントの内容等を作成
【例】
イベント内容 ：流動性預金の残高増加

• イベントが発生した顧客を検知

AI

• 過去の成約者の成約前に行っていた行動や生じていた事象
をもとに、AIによりスコアリングモデルを作成

• 当該モデルを顧客一人ひとりに適用し、スコアを算出
【例】
投信口座開設：70.0点



＜スキーム図＞

信金中央金庫

（金融支援）

自治体
信用金庫

（実効性支援）

推薦

サポート

寄附

SCBふるさと
応援団

 企業版ふるさと納税の仕組み等を活用

 信用金庫から推薦を受けた自治体のSDGsに資する事業に
対して寄附

年度 事業数 金額

2020年度 103事業 10.2億円

2021年度 93事業 9.2億円

2022年度 50事業 4.9億円

計 246事業 24.3億円

内閣府特命担当大臣より、金融機関唯一と
なる「令和３年度 地方創生応援税制（企業
版ふるさと納税）」に係る大臣表彰受賞

受賞

全国47都道府県、
232の自治体に寄附

＜寄附実績・受賞歴＞

企業版ふるさと納税等を活用し、信用金庫から推薦を受けた自治体のSDGsに資する事業に
対して寄附した。寄附は累計２４６事業、２３２の自治体、寄附額は２４.３億円に上る。

支援事業は、地域のDXや脱炭素化を図るもの、子どもの学ぶ力の向上を企図するものなど多岐
にわたる。

03 企業版ふるさと納税を活用した「ＳＣＢふるさと応援団」
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03 ＳＣＢふるさと応援団における特徴的な事例

23
（出所）久留米市作成資料、深川市作成資料

深川市×北空知信用金庫
「北のスポーツ都市ふかがわ」によるスポーツを核とした地域活性化プロジェクト

 ①自ら行うスポーツ、②呼び込むスポーツ、
③携わるスポーツ、④育てるスポーツを核とした
事業に取り組むことで、スポーツを通じて人口
減少やコロナの影響に負けない強いまちづくりを
目指す事業。北空知信用金庫は、実行委員会に
メンバーとして参加し、本事業の運営に協力して
いる。（2021年度寄附対象事業）

項目 2022年度実績
（参考）

2020年度実績

スポーツ合宿による宿泊数 7,321泊 2,868泊

スポーツ合宿チームと連携
した住民対象事業開催

４回 0回

久留米市×筑後信用金庫
地域企業のDXによる新しい価値の創出と学生を活用した全国的な認知度向上事業

 市内の学生と協力し、地元企業へのDXの定着を
目指す事業。筑後信用金庫は、地域企業のDXを
すすめる支援のほか、その認知度向上に学生とと
もに取り組むなど、産学金が連携して地域全体の
DXの底上げを図っている。（2020年度寄附対象
事業）

項目 累計実績

DX講座等の参加事業者数 209社

データ・デジタル技術を活用した事業所の数 169か所

オンライン商談を行った事業所の数 44か所



別府竹細工のリブランディング
～竹のある生活2022デザインコンテスト～

 大分みらい信用金庫と連携し、地域課題を全国のスタートアップ企業と
別府市の地場企業が協力し、解決に導く「しんきんイノベーションプロ
ジェクトin別府」に取り組んでいる。

 別府市の「観光」と「伝統産業」のさらなる発展をテーマに、最先端テク
ノロジーやSNSマーケティングを駆使した新規事業の創出を進めている。

観光タクシーのお客様への
感情計測による観光活性化

✕

✕別府市

 

地域課題の設定
（観光・伝統産業）

事業化に向けたサポート

＜しんきんイノベーションプロジェクトin別府＞

信金中央金庫・全国の信用金庫・自治体のネットワークを活用しながら、「地域企業の経営
資源」と「全国の企業の斬新なアイデア・テクノロジー」を掛け合わせ、地域課題の解決に
向けて、新たな価値・ビジネスを共創するプロジェクトである。

03 しんきんイノベーションプロジェクト
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＜営業代行サービス事例＞ ＜地域創生コンサルティング事業＞

＜商談会等の企画・運営事例＞

• 健康志向から添加物不使用の商品は需要増

• 特に地元食材を使用した商品は注目度が高く、
カタログの地域特集で採用したい
⇒ 掲載から１週間で1,000個以上の受注！

• 首都圏の高質スーパーや自然食品店等の新たなターゲット

を探す北海道の事業者に対して、コンサルティングを実施

• 首都圏で評価される付加価値（上質・簡便・健康・地域

性・個食）や取引条件を整理、営業代行サービスを提案

大手百貨店

※上記事例（新宿区からの受託）では、地元信用金庫等と連携して商談会を開催

事業終了後も地元信用金庫と連携し、継続的な事業者支援が可能

事業者と相談し、適切なバイヤー３社を選定

• 自治体等から商談会や展示会の企画・運営

を受託。バイヤーの最新動向等を踏まえ、

精度の高い商談を実現

• 足下では、事業者の商品ブラッシュアップ

事業や地域のブランディング事業も受託

■ 販路拡大支援
（受託事業含む）

■ 商品ブラッシュアップ
■ 営業代行
■ 事前コンサル（無料）

信用金庫取引先の
サービス利用者数

九州・沖縄地域における地域脱炭素推進事業

 環境省の公募事業を受託

 各自治体における脱炭素の取組状況に応じた支援を実施

支援事例 参加状況

脱炭素に取り組む自治体と民間企業のネットワーク構築
35自治体
111社

自治体の脱炭素計画策定に向けたワークショップ 11自治体

250 260

34 19
25 33

182

361

'21年度 '22年度

673

491

＜事業者向けメニュー利用実績＞

２０２１年に開業した「しんきん地域創生ネットワーク㈱」は、地域商社事業および地域創生
コンサルティング事業を実施している。

２０２２年からは、地方自治体等の脱炭素化関連事業の受託も開始している。

03 地域創生コンサルティング
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事業会社

専門家

行政機関

海外企業

地域社会との
共存共栄

エコシステム

ネットワークの
有機的な結合

＝

研究・
教育機関

中小企業

地域住民

自治体

信用金庫 信金中金

ネットワークを
活用した課題解決

地域社会の
持続的な成長

地域社会

課題解決ソリュー
ションの提供

地域社会の
課題解決を通じた
ビジネスの成長

外部機関

信用金庫が持つ地域社会のネットワークと、信金中央金庫が持つ国内外に広がる外部機関との
ネットワークを活用し、多面的な連携・共創を通じて地域社会の課題解決に取り組む。

将来的に、このネットワークをそれぞれの主体が自律的役割を果たしつつ相互補完関係を構築し、
多面的な連携・共創を通じて地域社会の課題解決に資するエコシステムへと昇華させていくこと
を目指している。

信用金庫業界の強み・今後の取組みの方向性03
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【お問合せ先】

信金中央金庫 SDGs推進部

住 所：〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号

ＴＥＬ： 03 - 5202 - 7333

 本資料は、情報提供のみを目的として作成しています。

 本資料は、作成日時点における情報に基づいて作成していますが、将来内容が変更されることも
あり、本資料上のサービス等の提供等の履行を約束するものではありません。また、本資料に
記載の情報によって生じたいかなる損害についても本中金は一切の責任を負いかねます。

 本資料は、記載された取引の一般的説明を目的とするものであり、具体的な取引の条件を提示
するものではありません。

 本資料は、本中金固有の著作物です。本資料に記載する全ての事項について、本中金の許可なく
複製、配布または転用することを禁止します。

https://youtu.be/tiVMuqo069w

動画「信用金庫のＳＤＧｓ」

YouTubeにおいて公開中！

https://youtu.be/tiVMuqo069w

